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　1931（昭和 6）年，立憲民政党は浜口雄幸首相から若槻礼次郎へ総裁を交
替してのち，党内のガバナンス確立に失敗し，やがて政権の座から滑り落ち
た。本稿では民政党が何故，党内の掌握に失敗してしまったのか，その理由
を明らかにしようとするものである。
　民政党が党内の掌握に失敗した理由として，次の 6つを挙げたい。それは，
1）党内に割拠性が生まれたこと，2）浜口の後継をめぐり政府―党間で意思
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の不統一が進んだこと，3）次期総裁について，その決定過程が不明瞭であっ
たこと，4）重要政策の決定で，政府―党間においてたびたび足並みが乱れ
たこと，5）総裁への権限集約に失敗していたこと，党内で総裁が強い権限
を行使できない構造があったこと，6）閣僚に単独補弼の主張を許し，党の
混乱を加速させたことである。
　Ⅰ章では，党内の割拠性について整理し，後継総裁をめぐる政府―党間の
関係性について述べる。Ⅱ章では，深刻な対立へと発展した政府―党間の無
秩序性に触れ，若槻内閣が殆ど機能していなかった点を論じる。Ⅲ章では，
若槻総裁の権限強化が可能であったのか，安達謙蔵との関係を軸に考えたい。
　民政党政権は，従来，満州事変や，クーデター未遂事件の発覚，また世界的
経済不況など，外的要因によって政権崩壊に到ったとの主張が今日まで一般的
であった。しかし実際は，内的要因の占めるウェイトが大きかったと言える。
それは官僚系―党人系に代表される党派対立，緊縮政策における合理主義―現
実主義との相克，党宣言に謳われた議会中心主義の否定などであり，このよう
な内的要因が次第に政権の屋台骨を食い荒らし，民政党政権を倒したのであっ
た。この点から，本稿では政権が機能不全に陥っていく過程を詳述し，民政党
政権の崩壊が内的要因の高いものであったことを示していきたい。
Ⅰ．党内の割拠性と浜口後継選出問題
A．民政党内における割拠性
　立憲民政党は，1927（昭和 2）年 6月 1 日，結党式を挙げた。政党政治の
中枢に位置し続ける立憲政友会とのいわゆる二大政党の一翼をになう政党と
しての期待を負っての誕生である。民政党（その元となる立憲同志会）と政
友会はいくつかの類似点を有していた。両党とも藩閥指導者によって創設さ
れた点と，財官界出身者，民党系および保守系政治家が結集し，財界の後援
を得ていた点である。また，党内統制に当たり総裁専制の慣行が取られ，「強
い総裁」の下でのガバナンスが成立していた 1）。
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　ことに憲政会総裁であった加藤高明は，インフォーマルな幹部会と資金力
を背景に，実質的トップダウンのリーダーシップを実現している 2）。しかし
つづく民政党では，強い総裁の権限は影を潜める。その原因となるのは，普
通選挙制度の執行（1928 年）ないし中選挙区制の実施による政治資金の増
大であった。普選前後の 1924（大正 13）年，1928（昭和 3）年では資金が
倍加し，政友会は 200 万円から約 500 万円へ，民政党（憲政会）は 170 万円
から約 300 万円に上っていた。この増加は総裁や幹部達の負担限度をはるか
に超えていた。不足部分は候補者自らの集金に拠るか，またはその不足を負
担しうる実力者を別に探す必要があった。ここで集金能力を持つ有力者の発
言力が高まる。それに反比例し総裁の権限は低下し，党内での発言力低下と
集金能力の限界によってかつての総裁専制的な指導体制は全く変容してしま
うこととなる 3）。
　資金調達力と総裁の権限は不即不離であり，普通選挙でその限界が露呈し
たことは，党幹部や有力者への権限分化を呼んだ。総裁は次第にそれらの統
制力を専任者に委ねなければならなくなった。たとえば，選挙指揮，党資金
の調達，政策立案，貴族院・枢密院との連絡交渉など，実務面は幹部達に分
掌されるようになる。議員は選出されて身分を得る以上，より有利な状況で
選出されることをのぞみ，豊富な資金力や卓越した選挙差配を頼って複数の
有力者に身を寄せた。
　この総裁権限の低下の中で頭角を現したのが，江木翼，安達謙蔵の両名で
ある。江木翼は内務官僚出身で，立憲同志会から民政党に到るまで政権の知
恵袋として信頼された人物であり，枢密院，貴族院方面の連絡調整から基
軸政策の立案，意思疎通の難しい党と政権との融和にも努めたオールマイ
ティーな能吏タイプの政治家であった。一方安達は，党人の総帥とも言うべ
き立場を確立した。党一筋の政治家であり，四十年以上に及ぶ政治活動と豊
富な経験を駆使して選挙指導と党勢拡張に本領を発揮し，多数を獲得するこ
とで党勢を拡張させ，自党を政権へと導いた功労者であった。
　両名の他，三菱を代表とする財界との関係性を有する仙石貢，山本達雄，
̶  86  ̶
二大政党制下における，ガバナンス構築の失敗（原田）
富田幸次郎などは影響力を持ち続けた。政治活動費用の支弁に頭を悩ます党
首脳や選挙費用の獲得に奔走する民政党員にとって，資金源ともなる彼らに
隠然とした力を認めざるを得なかっただろう 4）。また井上準之助，幣原喜重
郎は，民政党政権を支える能吏であったが，その財閥と関係する出自から，
後にはからずも指導者として期待されるようになった。
　このように有力者が台頭する中で，党人達の期待は安達謙蔵に集まった。
それは安達が中選挙区制の主唱者であり，「選挙の神様」と称されるように
選挙での手腕が評価されていた点に拠る 5）。
　安達は，しばしば公認問題で揉める中で，候補者調整に力を発揮し，得票
数を効率的に当選に結びつけることを得意としていた 6）。例えば，民政党内
閣下の 1930（昭和 5）年に執行された総選挙によると，静岡一区では定数 5
に対し当選者の内訳は民政 3，政友 1，諸派 1であったが，獲票数は民政党
の 61,000 余，政友会の 54,000 余りであり，当選ラインを読み取り票配分の
効果を確実に生み出している。これは 3名から 5名を選出する中選挙区制の
特質を知悉した上での差配であった。多くの党人が，選挙指導者としての安
達の技術を頼みとしたのである。
　党内の勢力では，安達系が数では圧倒的だった。加えて，党の少壮派が所
属することで，安達系の活性化をもたらし，なおかつ政府，党の両方で安達
の発言力を高めることに繋がった。「安達のこぶんでなければ民政党員に非ざ
るかの壮観を呈してゐる」との評は党内での安達系の隆盛を物語っている 7）。
　ただ，党内の系統化をすべて視覚化することは困難である。党員の中には，
党人とも官僚ともどちらにでも因縁を持つ党内横断型の議員もいれば，浜口
後継に見られる次期総裁をめぐっての党内の角逐では，従来の系統をしばし
ば無視した行動を取る者もいた。安達謙蔵と富田幸次郎，頼母木桂吉らによ
る「協力内閣」運動では，従来安達系とされた人物の中には安達から距離を
置く者も現れ，後世我々が想起するような「派閥」政治とは一線を画してい
た 8）。
　このように，民政党内では総裁権限の弱体化を背景に機能分化が進み，党
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内の割拠性を生んでいた。「強い総裁」であった加藤高明以降，若槻総裁で
失敗した憲政会―民政党は，求心力の復活を求めて浜口雄幸を総裁に推した。
それは何より党の分裂を恐れたためである。浜口は「十大政綱」など応答的
政治を目指し，「浜口中心主義」の名の下に党内統制と総裁権限の復活を実
現した。しかし 1930 年 11 月，浜口が狙撃を受けたときの傷がもとで執務不
能となると，ここに再び割拠性の芽が萌芽し，党内の足並みは大きく乱れる
ことになった。
B．浜口後継をめぐる混乱
　1．政府―党間の意思不統一
　1930（昭和 5）年 11 月 14 日，浜口雄幸首相は東京駅で狙撃され，長期の
療養を余儀なくされた。政府内では臨時首相を設置する案が浮上し，主席大
臣（宮中席次の最上位は宇垣一成陸軍大臣だが，この時病であったため，幣
原喜重郎外務大臣がそれに該当）がその任に就くことで調整がなされた。し
かし総理の代理は後継総理の決定に大きく影響すると考えられたため，一部
から慎重論も提言されていた 9）。
　浜口遭難の翌 15 日，政府は閣僚協議会を開き，内閣官制第八条により幣
原喜重郎外務大臣を総理大臣代理に決定した。党内にはこの措置への反発が
あった。浜口の次は安達という暗黙の了解が，当人達ばかりでなく周囲にも
ある程度広がっていたからである 10）。とくに安達の後方支援を行う党少壮
派 11）は，江木翼，伊澤多喜男らいわゆる官僚系によって非党人の幣原が選
ばれたことに強い抵抗を示した 12）。
　官僚系の力押しへの抵抗として，11 月 16 日には真っ先に九州団体が反対
の気勢を上げ，18 日には少壮派の党内グループである又新会が例会の場で
反対声明を出すことが伝えられる 13）。両団体の共通項は安達支持であった。
この点から幣原支持の江木と安達支持の少壮派が激しく対立することとな
り，民政党執行部は動揺の火消しに追われた。
　この党内闘争を野党政友会は，浜口後の民政党は「無力な死骸」と評
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し 14），浜口の信望によって統制を繋いできた民政党の弱点を責め立てた。政
友会の指摘を待つまでもなく，民政党内の対立は浜口によって抑制されてき
た。しかし少壮派が突出をするなど，改めて潜在的な対立を抱える民政党の
不安が表出したことで，総理代理を擁立して政権を担当することの困難さを
党の幹部は想像した筈である。そしてその総理代行の幣原が議会開会前に辞
任するとの観測が流れると，再び後継をめぐっての対立が勃発した。
　幣原はこのとき結石を煩っており，第 59 議会の開会を控え，議会対策に
不安を抱えていた。又新会は幣原の早期辞任を踏まえ，副総裁の設置を主
張した。12 月 5 日，少壮代議士会例会においてその点が確認されている 15）。
幣原が代理を辞することを前提に，後任総理代理は幣原方式で宮中席次を重
視した宇垣陸相案と，党出身閣僚を選ぶ両案が支配的であった 16）。少壮派
は安達を副総裁として総理代理の補佐役を務めることを主張し，“安達内閣”
の実現を繋いだ。
　浜口総理・総裁の後継問題は，幣原代理総理で党側を説得しようとする政
府側と，専制的手法に不満を覚える党側との間で意思の不統一を生んでいた。
政府―党間の意思の齟齬は早速危ぶまれる。安達はこの打開に総理総裁分離
の折衷案を示し，江木の推す人物を総理代理として認める一方，総裁代行と
して複数の連絡係を置くことを提案した。安達は筆頭総務の原脩次郎と協議
の上，党役員選考委員のメンバーをそのまま採用することを原案に，政府側
の連絡係を安達謙蔵内務大臣，江木翼鉄道大臣に，政党側の連絡係を原筆頭
総務と富田幸次郎幹事長の両名に任じることを決めた 17）。党側の両名を連
絡係の候補にしたのは，江木を中心とする政府が党務に介入するのを警戒し
ていたためである。また，富田は現役陸軍大将であった宇垣陸相を総理後継
に強く推しており，その牽制の意味も込められていた。しかし，党側は安達
の提案に不満を示した。それは安達一人が政府―党にまたがって権限を奮う
ことに警戒してのことであった。党側の抵抗を前に，安達と江木は提携関係
を結んだ 18）。次期総裁を争う実力者同士であり長年のライバル関係にあっ
た両大臣は，取り敢えず党側の鎮圧で協調していたことは疑いない。事実，
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江木は 12 月 10 日の閣僚幹部懇談会の席上，連絡係を複数による合議制とせ
ず，安達一人とすることを主張し，そのため党幹部達からの強い不満を叩き
付けられている。しかしその後党幹部によって，連絡係の権限は弱められた
のだが19），安達は総裁事務代理として人事の最高発言権を得ることに成功し，
さらには党の顔として，その中心主体に推されることになった。現職の内務
大臣である安達が連絡係となることで，政府と党の意思疎通を確かにする効
果が期待出来たのである。
　浜口が復帰するまでは，幣原総理代理，安達連絡係によって政府―党間の
意思疎通を図ることが決められたその一方で，幣原の総理代理の継続に党の
長老と党外人である伊澤，そして元老西園寺公望が関係していたとが露見す
ると，少壮派はたちまちこれに抗した。少壮派の主張は，党出身者による総
裁代理への就任であった。非選出部分に当たる貴族院議員や元老が党内部の
後継問題に介入することは，選出勢力である衆議院を陵駕し，緒に就き始め
た立憲政治を否定しかねない。少壮派は枢密院，貴族院などの改革を従来よ
り高唱し，たびたび対立してきたが 20），これが党内抗争激化の引き金となる
ことを恐れ，江木や井上蔵相，また党幹部などはさかんに沈静に努めた 21）。
　このような火種を抱えたまま，1930 年 12 月 24 日，第 59 議会が開会する。
野党政友会は民政党少壮派の主張そのままに，民政党への入党を拒否する幣
原総理代理の正統性を責め立てた。少壮派は「議会において臨時首相代理と
しての答弁は善悪に拘はらず政府及び与党がその責任を負はなけねばなら
ぬ」とし，党籍を持たない幣原の答弁を与党は責任を持つことは出来ないと
喝破していた 22）。その不安は早速的中する。既に知られるように，幣原は
31（昭和 6）年 2月 3 日に失言問題を起こし，約 1週間の休会状態の後，全
面的な謝罪に追い込まれた。このような議会操縦に不慣れな幣原の総理代理
は，浜口の早期復帰を促した。しかし浜口の病状はなかなか恢復せず，結果
再び後継問題を浮上させることになる。党人系の三木武吉が音頭を取り，距
離を置く中野正剛や山道襄一に接近するのは，2月下旬，彼らは内閣改造を
目指し，ともに運動していくことで合意した 23）。
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　2．総裁決定過程の不明瞭さ
　失言問題の直後，次に問題になったのが浜口の登院問題である。議会の
大部分の出席が困難になった浜口に対し，総辞職を促す論調が高まってい
た 24）。政府は首相の登院時期について何度も声明を出し，対応に追われ
た 25）。その後浜口の登院は 3月 10 日に決まる。しかしその 2日後，浜口は
病状の悪化に伴い登院を見合わせることになり，さらに再手術が決定し，政
府与党は再び議会進行に支障を来すようになった。この局面に江木と党長老
の山本達雄は議会の乗り切りを最優先に，ひとまず後継問題は伏せて浜口内
閣継続で進むことを確認した 26）。また中野正剛は，これとは反対の態度を
示し，一旦下野の後，政権に復帰することを主張し 27），安達を旗頭に立て
江木達に反対した。
　こうして両論に分かれる中，民政党政権の継続をめぐる決定は憲政会の元
総裁であった若槻礼次郎に委ねられることになった。若槻は元老，重臣，貴
族院，枢密院方面との関係を視野に，浜口の後を襲うことに決める。安達は
党少壮派に推されながらも自身は党総裁への希望を口にせず，江木とともに
若槻引き出しに一役買った。総裁に就いた若槻は 4月 14 日，第二次若槻内
閣を発足させた。
　この呆気ない後継総裁決定は，党総裁の正統性を疑わせた。本来総裁の決
定は，党則で公選に拠るとされている。以前，官僚系と長老の主導によって
幣原が総理代理に推された経緯もあることから，二度も党人たちの頭越しに
決定するのは，強い反発を引き起こすことに繋がる。また，この方法は，議
会中心主義を標榜する政党にしては余りにも拙い。党人達にはせめて総裁決
定過程を明らかにし，少壮派が主張する党人出身者の総裁論も吟味した上，
臨時大会での選挙を経て決めるべきであっただろう 28）。
　浜口遭難から若槻総裁の決定まで，民政党では政府―党間の意思疎通を欠
き，衆議院に根拠を置かない勢力によって政権政党の後継が決められる，政
党政治としては異常な事態を引き起こしていた。また，浜口後の後継総裁問
題では党人出身者が何度も擬せられたにもかかわらず，無投票で若槻が選ば
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れることになった。浜口は政治の公明性をたびたび強調したが，彼無き民政
党はそれとは全く異なる道を選ぶようだった。総裁選出過程の不明瞭さは，
政権および与党との不一致へと働いた。
Ⅱ．対立の深刻化と若槻内閣崩壊
A．政策をめぐる政府―党間の不一致
　第二次若槻内閣は，政府―党間の対立深化をさらに加速させた。それは，
第 59 議会が党側にとって不調に終わったことに拠る。政府は減税に関する
法案を通過させたが，重要法案の多くを廃案にしなければならなかった。政
府―党間の不一致が生じる過程について，まず，浜口民政党政権の政策につ
いて簡単に述べておきたい。
　浜口政権は 1929（昭和 4）年 7月の政権発足後，「十大政綱」を出し，政
府の政策目標を明示した。その「十大政綱」には，外交，財政面で浜口政権
を特色づける政策が盛り込まれていた。「十大政綱」中の〈対支親善〉，〈軍
縮促進〉は幣原外交を，同じく〈整理緊縮〉，〈非募債と減債〉そして〈金解
禁断行〉は井上財政を想起させた。また，政策の主軸となる整理緊縮によっ
て国民生活が悪化することを懸念して「十大政綱」に〈社会生活確立〉が盛
り込まれた。これは主に内務省の所管であったが，内務大臣の安達謙蔵は関
係法案の成案化に積極的な姿勢を見せていた 29）。
　この具体化は，井上蔵相の緊縮予算編成の成功と 30），江木鉄相による鉄
道管理費用の削減・節約の代案としての自動車道路網の整備計画の発表 31），
そして安達内相による救護法と失業対策の実行であった。
　しかし，政権の発足から約 1ヶ月後，早くも予算案の実行が疑わしくなる。
井上の想像以上に各省からの新規事業要求は強く，加えて党側からも義務教
育費用の増額要求がなされるなど大幅な譲歩が求められた 32）。井上は財源
の確保を目的に，官吏減俸さらに陸海軍の軍縮を求めたが 33），予想を超え
る歳入減から，予算編成は多難を極めた。
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　その中で政府は地方債認可を厳格化し，前年比の半額（約 8,000 万円）に
圧縮するとともに，産業合理化，さらに国民への消費節約を求め，政府は更
なる整理緊縮を徹底化して 30 年 1 月の金解禁断行に備える方針をとった。
よって，1929（昭和 4）年 12 月開会の第 58 議会では，この緊縮整理論が焦
点となるのであり，次期選挙においてもこの緊縮財政策の是非が国民から問
われることとなった 34）。
　総選挙の投票は 1930（昭和 5）年 2月 20 日に行われ，民政党は改選議席
466 に対し単独過半数に到達する 273 議席を獲得し大勝を収めた。選挙の結
果から，ひとまず浜口内閣の政策は有権者に支持をされたことになる。
　党側はこの選挙実績を背景として，それから約 10 ヶ月後の第 59 議会を前
に，政府側に対し一刻も早い不況の克服を希望していた。
　党側の政府に対する主な要求としては，1）一層の行財政の整理，2）生活
困窮者，失業者，また労働者，小作人などの支援策強化，3）女性の役割の
見直し―家事従事者から家庭での整理節約を担う国策協力者としての女性，
したがって婦人公民権付与の実行，4）電信電話の民営化案，及び製鉄事業
者の合同案など，民営化・産業合理化策であり，さらには政党自身の課題と
して，5）議会政治の更正，政党政治の改良を図るための選挙制度の改革が
盛り込まれていた。しかしこれらの重要法案は，第 59 議会では殆ど成立し
なかった。
　選挙年齢の低下を企図した選挙法中改正法律案が，枢密院の審査によって
撤回を余儀なくされ 35），次に貴族院で労働組合法が審議を打ち切られると，
同様に小作法案は審議未了に追い込まれ，目玉とされた婦人公民権法案は本
会議で否決されてしまった。また，景気刺激策として期待された電信電話民
営化法案，製鉄合同法案は早々に引っ込められ，虎の子の軍縮条約による減
税法すら，成立が危ぶまれる事態となっていた。
　このように政府は議会での主要法案の殆どを通過させることが出来ず，党
側の希望が実現することはなかった 36）。政府は幣原代理の失言問題や，浜
口首相の登院問題など議会対策で躓いたこともあり，党側の要請を受け容れ
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て重要法案を実現させることが困難になっていた。そしてそれは，やがて党
側の不信を呼び，党との間で緊張関係を生むことに繋がる。
　重要法案成立の失敗を踏まえ，政府は 3月下旬の議会閉会後，行財政，税
制の改革を打ち出し，行財政調査準備委員会の設置を視野に 37），浜口内閣
以上の整理緊縮政策を実行することになった 38）。しかし政府は，前例踏襲
として浜口内閣の官吏減俸案を再び蒸し返し，今度は官界からも顰蹙を買っ
ていた 39）。議会後も相次ぐ失敗で，1931（昭和 6）年 4月に成立したばかり
の若槻内閣は早くも窮地に立たされていた。
　要望した重要法案の殆どを廃案にされ，面目を失った党人達は若槻内閣に
対し，厳しい態度で臨んだ。例えば，官吏減俸案に対しては，実行前に大が
かりな官吏の抵抗運動を呼び起こし 40），その実行が危ぶまれたのだが，こ
れは全く浜口内閣と同じ轍を踏むものであり，何故慎重に事を運べなかった
のか，与党幹部からの追求の声が井上蔵相や江木鉄相に直接ぶつけられた。
1931 年 5 月 29 日政府与党懇談会の席上，減俸案の責任者であった井上，江
木両大臣への党幹部の責任追及は苛烈を極め，井上が思わず気色ばむ場面も
あった 41）。
　政府側の感情とすれば，既に終わったことを捉えて詰られることに我慢が
ならなかったのかもしれない。井上らは与党は感情的になりすぎているとの
不快感を持ったに違いないが，それは党幹部も同じ気持ちであった。党側は
官吏減俸が問題を起こしたのは，政府側の官僚的態度に原因があるとし，政
府に対する警戒を強く持つことになった。出席者の頼母木桂吉総務は政府攻
撃の急先鋒として政府の三大整理の実行力に疑問を呈し，つづいて富田幸次
郎顧問は整理について，政府の行政準備委員と与党の幹部が常設の協議会を
新たに設け，まず与党側に協力を要請するよう迫った。極めつけに中野正剛
総務が「政府は政党の基礎に立つて政策を実行するときはじめて権威ある行
動を取り得るのである」と説教する始末で 42），政府は三大整理を計画する
のに当たり，党との協議を優先することを約定させられたのである。今日で
言うところの与党への「事前審査」になるのだろうか，党側は政府に対し党
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の優位を認めさせ，ひとまず溜飲を下げた。
　官吏減俸問題の処理をめぐっての政府―党間の対立は，次に改革の本丸と
も言うべき省庁再編問題につづく。6月 24日，政府は与党幹部との協議の下，
省廃合，無任所大臣の設置など，行政整理案を公表した 43）。それによると
拓務省を廃止し，農林省と商工省を併合し，産業省を新設することとされ，
政務官の存廃については存置することに決定された。さらに与党は省廃合と
は別に一億七千万円もの巨額の財政整理案を政府に突きつけ，その履行を約
束させた。これは財政整理の促進とともに，新規各事業を実行するための原
資となる筈であり，緊縮財政で不満が燻る地方への支出と 9月の府県会議員
選挙への対策費として組み入れられる予定であった。
　ところが，政府が考える五千万円程度の各省予算の節約は，与党の要求に
比べその額が低く 44），そのため 7月の臨時行財政審議会の第一回総会前に，
政府―党間の折り合いが付かなくなっていた 45）。また，省廃合について政権
内の党出身政務官はこぞって反対を唱えたが，彼らは政府―党が各自で主張
する整理案の間に挟み込まれる形で，両方から目の敵とされてしまった 46）。
両者が平行線を辿る中，政府行政整理準備会は 7月 17日に各省の行政制度整
理案を取りまとめ，8月に臨時行政審議会で付議決定することを公示した 47）。
　省廃合をはじめとする，行政整理案は，現職閣僚からの強い反対を呼んだ。
廃止決定の拓務省を預かる原脩次郞大臣，産業省の新設により消滅する商工
省の桜内幸雄大臣の両名は，省廃合案の決定に参与した党幹部と会合を求め，
政務官と一体になってその撤回を要求した。
　ここに到って民政党は混然とする。井上蔵相，江木鉄相そして頼母木桂吉，
富田幸次郎総務など，急進的整理徹底論者と，原拓相，桜内商工相，片岡直
温総務の整理見直し論者との亀裂は深まり，議員達にも徹底か妥協かの意見
対立が顕著となって，政府は審議会で省廃合を付議決定する方針を撤回せざ
るを得なくなった。代わりに若槻首相，井上蔵相，安達内相が省廃合の決定
を行い，反対閣僚に了解を求める委任方式がとられ，政府はその鎮静に追わ
れた。
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　さらに民政党の足下では，農村出身者議員によって形成される農政研究会，
また帝国農会が農林省と商工省との合併に抵抗し始めた。帝国農会は全国郡
市町村の農会を束ねる中央機関であり，地方における地主権益と直結してお
り，それは選挙での趨勢を決める勢力でもあったことから，党は負担の均等
化を根拠に，今度は鉄道省と逓信省を合併し，交通省の設置を献策する 48）。
しかしそれは，新たに全国の鉄道省と逓信省の吏員の反対を呼び起こすこと
となり，いずれにせよ民政党内閣は政府として整理の徹底を貫徹するのか，
急進的な整理案を妥協修正していくべきか，地方からの政治動向を見極めて
選択する必要に迫られたのである。
　その中で，政府側の徹底整理に対し，閣内から安達内相が整理案の妥協修
正に傾き始める。安達は党人出身大臣として，党内意見をまとめる立場から，
7月下旬より積極的に政府―党間の意見調整に乗り出していた 49）。しかし安
達の調停をもってしても，両主張の整合性を得ることは難しく，政府は強硬
な反対論を前にして，8月中旬には省廃合の提案者でもある江木鉄相が，今
般の行政整理案の見直しを示唆するに到った 50）。
　ここにおいて，政府―党間の関係は，省廃合の実行を求める一部の党幹部
と，多方面からの反対にやや軟論に傾き始めた政府との対立に変化した。
　さらに，閣内でも整理徹底論の井上蔵相と整理見直し論の安達内相の対立
が鮮明になった。両者の対立は浜口内閣時の方向性の違いにも明らかであっ
たが，大蔵省と内務省という管轄と権限の重複しやすい省を預かる両者とし
ては，省側の意見を政府に伝達する役割上，必然と衝突することになった 51）。
　政府―党間を横断した整理徹底論と見直し論の膠着状態を打開したのが，
党の少壮派であった。8月下旬，党の少壮派は急進的な一部の党幹部と井上
蔵相に対し，赤字補塡名目の省廃合に反対し 52），組織改革など行政の効率
性を訴え，急進論を牽制し始めた 53）。少壮派には中堅幹部と少壮議員が名
を連ね，大勢を握ると頼母木総務ら党の急進論を追い込んだ。それにより，
党側は行財政整理の見直しに変化し，政府の整理案と再び対峙するように
なった。
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　このように，政府―党間は官吏減俸問題と省廃合問題でたびたび割れた。
　その調停に井上蔵相，安達内相，江木鉄相の三閣僚がしばしば鳩首会談に
及び，対立の緩和に努めることがあった。しかし，民政党は浜口以後，党の
中心主体を失っており，最終決定を下す責任者を長期で欠いて，統治能力を
減退させていた。党幹部同士の対立や，急進的な整理案によって煽りを受け
る“族議員”の抵抗，そして少壮派の台頭は，民政党の分裂を促進させた。
政府側においても，井上，安達の対立は顕著になり始め，若槻内閣の看板政
策である行財政整理の実行に影を落とし始めていた。
　ではこの事態に，肝心の若槻総理は，どのように処置していたのであろう。
「強い総裁」を念頭に，その復権が構造的に困難であった様子をみていきたい。
B．失われた総裁権限と民政党の変容
　1．安達，井上，江木の「三頭政治」
　若槻総理の指導力について，東京朝日新聞は次のような文章を載せている。
　 「行財税三大整理の一つも出来ぬのでは，何のために政権にあるか意味
をなさない。閣内が統一されてゐぬといふ印象も，三大整理の出来さう
もないといふ観察も，皆結局は若槻首相に一定の理想がなく，若槻首相
に実現の意思力が欠けてゐるからである」54）
　では，なぜ若槻は「一定の理想がなく，実現の意思力に欠ける」と見られ
たのであろう。それは第 59 議会後の重要政策である，行財政・税制改革の
不調にも拠るのだが，問題は党に胚胎する構造的な部分にあった。
　引用を続ける。
　 「府県会議員選挙は安達内相がやり，財政整理は井上蔵相にまかせきり
で，対支外交満蒙問題は，幣原外相を孤立にさせて，（中略）そこに何
等組閣の大命を拝した者の責任がない，（中略）吾人は若槻首相に独裁
的権力を期待する者ではない。たゞ若槻内閣の首班として内閣を背負つ
て立つ責任者として，矢表に立てといふのである」55）
　これは，若槻の総裁としての限界を示している。つまり，政府―党間の実
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質的部分は，引用にある安達，井上，また幣原であり，若槻は重要決定の場
から引き離されていた節がある。すなわち，若槻は相対的に総裁権限を抑制
される立場にあったと言える。
　Ⅰ章で論じたように，普選以降，総裁権限の分化は進んでおり，より機能
的な役割分担が政府―党間で進んでいた。その意味で，浜口総裁も機能分化
の上に立たされていたが，浜口はその役割を尊重し，自らはバランサーの役
目に終始した。
　この意味から，民政党政権における総理総裁とは，政府―党間の高度な機
能分化に対応しなければならなかった。つまり，総裁権限は発揮してはなら
なかったのである。党内統治の権威を総裁が徹底させるのであれば，それは
総裁を取り巻く制度的変革に拠るものでなければならない。それら民政党の
構造を形成する首脳について少し触れる。
　民政党政権を支えた首脳としては，まず井上準之助蔵相の場合，財政・金
融政策の責任者として，幣原外交とともに党の看板政策となる緊縮財政・金
解禁政策実行の全体を担った。次に，江木翼鉄相は，枢府，貴族院などとの
交渉をはじめ，政策の取りまとめ，政権の方向性の決定など，多方面に渡り
調整力を発揮し，党と政権を支えた。また安達謙蔵内相は党人を掌握し，衆
議院内での調整能力に優れ，議会対策とともに選挙指導を通して政権の安定
構築に寄与していた。
　いわゆる民政党の「三頭政治」は，「浜口中心主義」の下では，高度な機
能性を保持しつつ，相当の実行力を発揮することが出来た。しかしバランサー
としての浜口を失った後は，より総裁を相対化するように変化する。これと
は逆に，三首脳の権限が強化されると，総裁就任を後押しした三首脳に配慮
して，若槻は自らの発意による統制を嫌うようになった。
　その「三頭政治」が終焉を迎えるのは，江木鉄相の病気離脱からである。
1931（昭和 6）年 6月に一線から離れると，9月には病理を理由に辞職して
しまう。
　この離脱は思わぬ結果を招く。残る井上蔵相と安達内相が対立を鮮明にし
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始めたのである。両大臣は，浜口内閣から因縁の関係にあり，とくに緊縮財
政の徹底を図る井上の強硬な姿勢は，救護法，ならびに失業対策の社会政策
に力点を置く安達の現状重視の態度とは相容れず，政策の優先事項をめぐり
隔意が生じていた 56）。
　2．「協力内閣」と単独補弼の主張
　このような両者における整理徹底と現状重視の態度とは決定的な違いが
あった。それは政府財政を預かる井上と，選挙によって有権者の審判を受け
る多くの党人達を預かる安達との立場の違いでもあった。安達は政府の閣僚
として，緊縮政策に理解を示していたが，その一方で党勢の拡大にも注意を
払わなければならなかった。まさに社会政策の実施と省廃合問題は，選挙の
動静に多大な影響を与える要素であり，総選挙ならびに府県会選挙を前にし
て，現状尊重の姿勢に大きな関心を寄せる必要があった。
　のちに両者の決定的な相違は，1931（昭和 6）年 10 月以降の「協力内閣」
運動に結実する。その目的には，政府―党間の亀裂を修復し，政策を一元化
すること，党人を結集し官僚的支配を打破することが含まれていたが，これ
は明らかに井上に対する反旗であった。そして運動を契機として，両者の相
克は，官僚系と党人系との対立に定義し直されることとなったのである。
　政民協力の運動がどの時点を基点とするべきかは議論の余地があろう。
1931 年 10 月下旬，若槻首相の発意によって安達内相に示されたことは，多
数の記録に残っているが，この“主唱者”である筈の若槻は，突如その姿勢
を反意させる。若槻を反意させたのは，井上を始めとする官僚系であった。「協
力内閣」構想の存在が明らかになると，若槻は運動の停止を宣言して，連立
ではなく単独政権の維持を言明したが，このことは，党人系の政権内におけ
る拡大を警戒しての，言わば官僚系のクーデターでもあった。
　そして，この官僚系の反発に，党内でこれまで醸成されてきた反官僚・反
党外人・反貴族院への嫌悪が一気に噴出することになる。12 月に入り，富
田幸次郎と政友会の久原房之助幹事長の両名が「協力内閣」の合意書を公表
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するが，この運動を再点火したのは相変わらず党側に配慮しない，政府側へ
の不満が原因であった。
　井上らは党人系の一掃を図ることに決めた。「協力内閣」運動は，さまざ
まな提携案と多様な政権構想を生んだのだが，少壮派や党幹部を通じて党内
にこれ以上協力論を展開させないため，官僚系および政府側は，運動の中心
主体とされた安達内相の単独辞職を要求することにした。しかし，安達はそ
れを断り，あろうことか単独補弼を主張して，「協力内閣」から「現状維持」
の静観を破り，態度を硬化させ辞職要求に抵抗を始めた。結果，民政党政権
は閣内不一致を起こし，若槻内閣は 31（昭和 6）年 12 月 13 日，総辞職に追
い込まれることになった。
　これは若槻ら政府側の余りに拙劣な方法と言える。「協力内閣」論が多面
的な展開を生んでいるにもかかわらず，その責任を安達一人に帰して，大命
再降下を狙い政権を延命させようと望んだことは，安達当人は然り，その周
囲の人々にとっても納得がいかなかっただろう。議会中心主義を掲げた民政
党も，この党人系の排除を契機に，民政党結党時の「宣言」を放棄したと見
なされて当然であった。
　以上のように，浜口が去り，江木が引いた後の民政党は，政府―党間の対
立の帰結として安達の単独補弼の主張を生み，以後官僚系優位の指導体制が
築かれることとなる。これは取りも直さず民政党の変容であったことは，疑
いがない。元を正せばそれは総裁権限の弱さにも起因している。結局民政党
はその後政権に立つことはなかった。また，観測によっては政党内閣の寿命
を縮めたとも見られるだろう。
　では，政党内閣の継続とその発展のためには，総裁はどのようにその権限
を強化すべきであったか。
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Ⅲ．党内統治の再構成
A．人事権と資金管理権
　以上みてきたように，総裁権限の相対化は浜口遭難後，加速する。この総
裁権限の弱体化は，民政党の実力者による権限が強すぎることにも原因が
あった。既述の通り，井上蔵相は経済・金融政策を担当し，江木鉄相は多方
面との交渉と政策案の立案を手がけ，安達内相は党人の総帥として選挙を指
揮していた。
　総裁権限を回復するためには，党内の地殻変動が必要である。すなわちそ
れは，有力者ごと総裁権限として取り込むか，あるいはその権限を奪取する
かに拠る。若槻民政党は，その両方を選択した。
　党総裁の権限とは何か，ここではそれら人事権，資金管理権，公認権の 3
つとし，この節では人事権と，資金管理権についてまず論述したい。
　人事権の掌握には，安達の追放が不可欠だった。それは安達が人事に関し
強い発言力を持っていたからである。浜口政権誕生または若槻内閣誕生の折
にも，安達は人事の裁量をふるい，人選決定の主導権を掌握し続けた57）。また，
安達は地方官の任命事情に詳しく，地方官大異動の際も，その発言力を行使
していた 58）。政府，党の主要ポストはいわゆる安達系が獲得し，反安達の
反発意見が噴出した。
　安達に対する絶大な人事権は，総裁権限の行使を大きく制限した。若槻と
安達との間の「協力内閣」構想が頓挫した背景には，安達の更なる権限の増
大化と若槻自身の権限縮小への警戒感が含まれていた。すなわち，若槻首相
としては安達内相を排除してこそ，人事権の奪取を図ることが出来たのであ
る。総裁権限の回復と言う側面からも，結局若槻は「協力内閣」構想を支持
できなかったのではないか。
　続いて，資金管理権については，井上準之助との関係を重視せざるを得な
かった。選挙に多額の資金を必要とし，総裁の支弁する範囲が広がっていた
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ことは既に述べたけれども，政党内閣の時代において総裁の資金調達機能の
必要性はより重みを増していた。民政党は憲政会時代より三菱系の後援を受
けていたことで有名だったが，その関係上，三菱系統の井上の重用は資金獲
得上，重要であった。
　しかしそれは，反面財閥の意向に政権が左右されると言うことにも繋が
りかねない。現に，民政党内で中野正剛を通して三井系との接近が伝わる
と 59），政権内で三菱の意向を汲んだ井上と，その変更を求める三井の後援を
頼んだ安達・中野系との対立へと発展した。若槻政権では井上が金解禁政策
の堅持を主張し続けたが，三井は金再禁止に傾いて，やがて政権交代による
政策変更を期待するようになった 60）。中野ら安達系統が井上財政に反対し，
経済政策の転換をもとめて「協力内閣」運動を起こすのは，そのような三井
側の意向を踏まえてのことだった 61）。それは，政界と財界との複合関係を
如実に示すものであったと言えよう。注意すべきは，この資金問題に関して，
安達 ･中野ら党人系と，若槻・井上ら官僚系との対立があったと言うことで
ある。
　すなわち，党内統治を強固にしていくためには，人事権の奪還はもとより，
三菱財閥との関係強化が必要であった。そのためにも，安達一派は追放され
なければならなかった。少なくとも 1931（昭和 6）年 12 月から 32（昭和 7）
年にかけて，若槻や井上らの目論見は相当進んでいたのではないだろうか。
B．選挙制度改革
　公認権は，本来総裁権限の源泉となる筈であったが，民政党政権では全く
安達の手に帰していたと言える。既に何度もみてきたように，安達は選挙指
揮に手腕を発揮し，候補者の選定，選挙区での候補者調整，票の配分，選挙
応援など選挙に関するすべてのことを引き受けてきた。さらに安達は 1925
（大正 14）年の中選挙区制度導入，その後の選挙区割りにも発言力を行使
し 62），選挙指揮では党内に確固たる地位を築いていた。安達はそれをもとに
して党人達の支持を広く集めていたのである。
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　反面，安達の強力すぎる権限は，総裁にとって，党内統治の阻害要因にな
りかねなかった。総裁権限を回復するためには人事権と同様，公認権も安達
の手から奪回する必要があった。しかし，安達系の一掃に拠ることなく，総
裁権限を回復する方法はあった。そのもっとも効果的方法と考えられるのは，
小選挙区制への変更である。一選挙区当たり一人の当選者しか選出出来ない
この方法であれば，調整を得意とした安達の出番はない。安達の権力の源泉
は，候補者調整と票配分という一選挙区当たり 3名から 5名の当選者を生む
中選挙区制上の特性にあった。もし小選挙区制，あるいは大選挙区制（全国
単一区も含む），また比例代表制に選挙制度が変更されれば，安達の影響力
はかなり軽減されることとなる。では，このときの，民政党の対応は，どう
であったか。
　そもそも民政党の選挙制度改革は，浜口内閣の肝いりで始められた。当
初は，斎藤隆夫を中心とした，比例代表制への変更が，優位をしめていた。
1929（昭和4）年12月 4日に，選挙法改正を目的とした，“超党派的大調査機関”
の設置が，政府から発表されたが，この時内務政務次官であった斎藤隆夫
は，全国一選挙区をもとにした比例代表制案を披瀝している 63）。それに対し，
安達内相は比例代表制については触れず，代わりに選挙年齢の低下また婦人
参政権の付与など，政治参加の拡大を訴えていた。安達としては，自らの権
限を弱めかねない比例代表制の導入には気が乗らなかったのである。
　しかし，安達の周囲からも中選挙区制の見直しと比例代表への支持の声が
上がっていた 64）。1930（昭和 5）年 1月 7日に示された選挙革正審議会の調
査項目では，比例代表制の調査が明記されることになった 65）。調査項目案
は結局安達の案がそのまま採用されたのだが，そこで安達は比例代表制調査
の文言を入れざるを得なかった。それは選挙革正審議会の江木翼副会長およ
び斎藤隆夫委員が比例代表制の実施を強く進言していたからにも拠る。この
流れを受けて第 17 回総選挙直後の 2月下旬，内務省は現行の選挙区制度を
改変して比例代表制を採用する決定を下した 66）。また，党側も 3月 11 日に
党内に選挙革正調査会を設け，比例代表制の採用を調査項目に含めると，そ
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の実現への協力を宣言した 67）。
　比例代表制実現への期待が高まる中，選挙革正審議会は 4月 12 日に第一
回総会を開催すると，続く第二回総会（5月 26 日）で比例代表制の採用を
急務とする意見を取りまとめた 68）。さらに審議会では自由討議で上った意
見を整理し，6月 13 日の第三回総会以降，審議事項を選別した上，新たに
選任した特別委員で具体的に検討していくことを決定した 69）。
　ところが，その特別委員会では審議項目から比例代表制についての文言が
消えてしまっていた。その理由は定かではないが，おそらく枢密院の事前審
議を気にかけたものだと考えられる。また，比例代表制の分かりにくさや，
従来の地盤の変更を嫌った反対派の慎重論も重視したのだろう。9月に入る
と比例代表制採用に代わり，参政権の拡大が選挙革正の看板となった。これ
以後比例代表制について，審議会や政府与党で成案化への積極姿勢は見られ
なくなる 70）。このトレンドの変化に，比例代表制の推進者も次第に自説の
変更を余儀なくされた。
　10 月 3 日，斎藤隆夫は選挙革正審議会にそれまで主張してきた全国一選
挙区制による比例代表制を取り下げ，現行の中選挙区制を維持したドント式
の比例代表案を提案するに到る 71）。続いて斎藤は，民政党の選挙革正委員
会でも同様の提案を行い，大きな関心を惹いたが，結局結論は先送りにされ
た 72）。その後比例代表制案は，審議会で特別委員会ではなく小委員会にて
審議が続けられることになるが，それはさながら格下げの模様であった。
　政府は 10 月下旬に入り，正式に比例代表制の来議会（第 59 議会）提出を
見送る 73）。比例代表制採用を後押ししていた内務省も，結局は議会提出法
案を選挙年齢の低下と婦人公民権の付与に絞り，その実現を目指すことに
なった 74）。
　しかし，その選挙革正案も，一部閣僚の反対に遭い，また貴族院，枢密院
の抵抗を受ける可能性が大きかったため，成案化が危ぶまれた。結局，比
例代表制と政治参加の拡大のどちらとも，議会を通過することはなかった。
翌 31（昭和 6）年 7月 23 日，安達内相は与党幹部と再度この選挙革正論を
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協議し直し，ついに斎藤案を基礎とした比例代表制案の導入を決意する 75）。
けれども，若槻内閣では，その具体化が進められることはなかった。その結
果，選挙制度の変更によって安達の権限を抑制し，ひいては，総裁権限の強
化を見出す道は，閉ざされてしまったのである。
結
　これまで論じてきた点を整理したい。
　かつて民政党総裁は資金力を背景に総裁専制体制を敷いたが，普通選挙制
度が実現した 1925（大正 14）年以降，党内では有力者への権限分化が進ん
だ。その中から安達謙蔵が頭角を現し，総裁権限の一部を代行するようにな
る。安達のもとには少壮議員が集まり，いわゆる安達系を形成した。これは
党内少壮派とも呼ばれ，官僚系への急進的抵抗グループとなった。
　浜口雄幸総裁の遭難後，党内の分裂は激しさを増し，幣原総理代理問題で
大いに紛糾した。少壮派は党人出身者の総裁を要求し，貴族院・官僚系が推
す非党人の候補者を拒絶し続けた。政府―党間は，後継総裁をめぐって意思
の不統一を生んでいた。そこで安達は党側に政府との連絡係を置くことを提
案し，その鎮静に努めた。その連絡係には安達が就任することになった。ラ
イバル関係にあった，江木翼と提携を結んだ結果，総理代理は幣原喜重郎に，
総裁代理は安達謙蔵に決まった。
　第 59 議会は，政府―党間の意思疎通が不十分なまま始まったため，政府
は議会対策で失策を犯し，党が要望する重要法案の殆どを廃案にしてしまっ
た。同時期に浜口後継が再び議論されたが，政府側は党側の総裁公選要求を
撥ねのけ，元老・重臣などの意向を汲んで次期総裁を独断で決定した。その
ような総裁決定過程の不明瞭さは，尚更党側の不信を加速させてしまった。
　また，政府―党間の軋轢は政策決定についても色濃く浮かび上がった。政
府は官吏減俸案では，独断専行による失敗を詰られ，党側に対し，事前協議
の実施を約束させられることになる。政府はつづく省廃合問題でも，党側と
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の擦り合わせに苦悩した。閣内でも，緊縮政策を続行し，政・財政の整理徹
底を強調する立場の井上蔵相と，緊縮政策を是正し，財政出動を主張する安
達内相が激しく対立するようになった。やがて対立は党内にも波及する。
　このような深刻な政府―党間の齟齬が続く中で，総裁がリーダーシップを
発揮することは容易ではなかった。それは総裁権限を分掌する政権首脳の力
が強大であったからに他ならない。若槻はむしろ安達，井上，江木のバラン
サーであることが求められていた。しかし「三頭政治」は江木の離脱によっ
て解消された。そして，政策面でまったく異なる安達と井上は，「協力内閣」
運動を機に完全に袂を分かつことになる。
　その過程で，安達内相に単独補弼の主張をさせてしまったことは，結果と
して党の分裂を招いた。その後安達の脱党を契機に，多くの党員たちがそれ
に続くが，これにより政府―党間の溝は修復出来ないまでに悪化する。
　では，そのように党内掌握に難しい条件が重なる中で，いかにして総裁は
権限を回復させるべきであったか。
　それは人事権と公認権を安達から奪取すること，資金管理権を井上に委任
することであった。論じたように，人事権，公認権とも安達の専任領分であっ
た。資金管理権は，三菱財閥と関係する井上蔵相がそれを担った。若槻首相
は井上と提携しつつ，安達の排除を決断する。また，資金管理権との兼ね合
いからも，安達系の一掃は不可欠であった。
　残る公認権は安達を追放しなくても，奪取は可能だった。選挙制度改革が
浜口内閣から挙がったとき，中選挙区制から選挙制度を変更すれば，それは
可能となる。安達の選挙指導力は中選挙区制の独特な調整を必要としたとこ
ろに，その力が発生されたからである。しかし選挙改革は実現を見ることな
く，安達の力は温存されたままとなった。
　その中で，「協力内閣」運動は，総裁権限の復活にとってまたとない好機だっ
た。若槻は当初それを支持するが，ごく短期間のうちに翻す。おそらく，安達
の権限拡大に警戒したのだろう。結局若槻内閣は，浜口以来の政策の実行もか
なわず，党内勢力の掌握にも失敗し，政権を手放すと，大量の離党者を生んで，
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もはや政権党となった政友会との差は歴然となるまで退行していった。
　このような政府―党間，また党人系―官僚系間の秩序の紛更も，元を正せ
ば官僚系の重用にあった。確かに貴族院，枢密院，また元老・重臣方面との
連絡は，政権維持のために必要ではあったが，政党内閣として，重視する方
向性が誤っていたとしか考えられない。中野正剛ら少壮派の弁ではないが，
議会中心主義の党宣言に背馳する民政党は，もはや結党時の民政党ではなく
なっていた。党人出身者を総裁に推戴できない民政党が，多数の党人派を掌
握していくことは，よもや叶う筈もなかったのである。
注
 1） 憲政会における総裁と幹部の関係については，北岡伸一「政党政治確立過程に
おける立憲同志会・憲政会」『立教法学』（25 号，1985 年），246–253 頁。資金
源としての加藤高明の存在は総裁の優位性を確定的なものとするとともに，い
わゆる派閥指導に基づく派閥連合型の政党を否定し，官僚出身者による指導が
党内で重きを成した点を強調している。また，奈良岡聰智「立憲民政党の創立」
『法学論叢』（第 160 巻，第 5・6 号，2007 年），354–360 頁。幹部中心の強固な
統治が実現していた様子について触れられ，政府・与党が対立する「二重政府」
の状態に陥ることがなかったこと，人事は適材適所で統制が取れていた点を強
調している。
 2） 奈良岡聰智『加藤高明と政党政治』（山川出版社，2006 年），185–191 頁。
 3） 升味準之輔『日本政党史論』第 5巻（東京大学出版会，1979 年），265–266 頁，
274–275 頁。
 4） とくに，三菱土佐派による戊申クラブは，桂太郎の立憲同志会に協力し，その
後憲政会の祖型を形成することになる。ちなみに土佐派直系とは，浜口雄幸，
富田幸次郎，片岡直温，仙石貢であり，金融 ･財務の知識と資金力から党中枢
へと位置したことが予想される。「三井三菱委任統治下の政民両党」『解剖時代』
（解剖社，1932 年 4 月号），15 頁。
 5） 既に多くの指摘がなされているが，安達の中選挙区制導入の目的は，自党候補
者同士の同士討ちの回避，従来の選挙地盤が継続できる点，取りも直さず憲政
会の優勢を保持するためであった。奈良岡聰智「1925 年中選挙区制導入の背
景」日本政治学会編『年報政治学 2009–Ⅰ』（木鐸社，2009 年），53 頁。および，
五百旗頭薫「進歩政党統治の焦点」北岡伸一監修『自由主義の政治家と政治思
想』，227 頁，232 頁。
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 6） 安達謙蔵『安達謙蔵自叙伝』（新樹社，1960 年），141–142 頁。安達は立憲同志
会時代に党側の選挙指導を担当するが（第 13 回総選挙，1917 年），立候補希
望者と “命のやり取り ”を辞さない，調整に困難を極めた様子を述懐している。
このような場面はしばしば経験したことであろうが，数百人単位で押し寄せる
立候補希望者を選別し，実際に当選に結びつけるまで，安達は指南役として新
人議員の育成を担っていた。安達は党にとってリクルートと人材育成という点
から，後の派閥が担うこととなる役割を負っていたと考えられる。
 7） 浅尾勝弥『政界の先端を行く人々』（第一出版社，1930 年），57 頁。
 8） いわゆる安達系の存在は，伊藤隆『昭和初期政治史研究』（東京大学出版会，
1969 年），29–32 頁。安達の右腕，伊豆富人のインタビューによって明らかに
されている。「安達派」としてその構成を示したものとしては，加藤祐介「立
憲民政党と金解禁政策」『史学雑誌』（第 121 編第 11 号，2012 年），74–76 頁。
 9） 『東京朝日新聞』，1930 年 11 月 15 日付け。
 10） 「伊豆富人伝」刊行会編『伊豆富人』（同伝刊行会，1989 年），114–115 頁。安
達の秘書であった伊豆富人の証言によると，浜口内閣の構想は安達と浜口両名
が政友会田中内閣の頃より，ひそかに渡辺千冬邸にて何度も協議されて決定し
たと言う。浜口は政権構想で安達の献策を入れ，後の安達と党を二分すること
になる井上準之助を大蔵大臣で入閣させることに決める。この間柄から浜口は
安達を後継者として自他ともに任じていた。党内では旧中央倶楽部出身者を軸
に安達の支持者は多く，床次竹二郎離脱後の民政党の中心的存在として期待さ
れていた。
 11） 民政党少壮派の特質については，松尾尊兌「政友会と民政党」『岩波講座日本
歴史』（19 巻，近代 6，岩波書店，1976 年），112–130 頁。「枢密院や軍部大臣
武官制の廃止を主張し，労働立法，参政権拡張などの鼓吹者であったいわゆる
少壮派は，その主力は安達派であったが，すべてが安達に服していたわけでは
なく」とあるように，少壮派は「党内左派」的な言動をとりつつ，安達周辺で
活動をしていた。少壮派を構成する議員の特定はむつかしいが，中核に中野正
剛（本人はその代表者であることを否定するが），永井柳太郎，山道襄一，ま
た杉浦武雄，風見章，加藤鯛一の名前を挙げることが出来る。彼らはかつて「秉
燭会」，「戊辰会」などを名乗り，定期的に少壮代議士会，有志代議士会を開いて，
党執行部や政府への直言を続けていた。これらの代議士会の参加者は，大体 30
名程度であり，浜口政権での改選後では党内の 1割強の規模であったと考えら
れる。
 12） 大西比呂志「伊沢多喜男と宇垣一成」堀真清編『宇垣一成とその時代』（新評論，
1999 年），248 頁。
 13） 『東京朝日新聞』，1930 年 11 月 18 日付け（夕刊）。
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 14） 『東京朝日新聞』，1930 年 11 月 18 日付け。
 15） 『民政』（第 5巻 2号，1931 年 2 月），131 頁。
 16） 『東京朝日新聞』，1930 年 12 月 6 日付け。
 17） 『東京朝日新聞』，1930 年 12 月 7 日付け。
 18） 井上敬介「政権担当期における立憲民政党」『日本歴史』（第 726 号，吉川弘文
館，2008 年 11 月），79 頁。大西「伊沢多喜男と宇垣一成」の指摘にもある様に，
江木と伊澤との関係が悪化したことが，安達と江木との提携を促した。井上論
文は，安達と江木との協調状態について触れた初めての論考であろう。
 19） 『東京朝日新聞』，1930 年 12 月 11 日付け。
 20） 安達は民政党結党準備の 1927 年 5 月，枢密院の弾劾決議案の提案者となって，
枢府攻撃に名を連ねたため，浜口内閣の内相就任時に，格好の攻撃対象となっ
た。安達の態度は少壮派のそれと軌を一にし，その後も安達は枢密院が内閣を
飛び越えて主導権を掌握しようと目論む度に頑強な反対をみせ，政党政治を擁
護する姿勢を示した。
 21） 『東京朝日新聞』，1930 年 12 月 14 日付け。
 22） 『東京朝日新聞』，1930 年 12 月 30 日付け。
 23） 『東京朝日新聞』，1931 年 2 月 20 日付け。
 24） 『東京朝日新聞』，1931 年 2 月 12 日付け。「浜口首相の責任は如何」。かつて浜
口の人望を賞賛して政権の誕生に期待を寄せたジャーナリズムも，登院できな
い浜口に批判の論調を向けるようになり，首相の病状がそのまま内閣の進退問
題に発展した。異端の言説として名高い石橋湛山は，強い調子で「国を無道に，
議会を無議会に陥れた死後なお鞭打たるべき罪悪」と論難し，議会中心主義を
標榜しながら議会を無視する態度を捉えて，「言行一致し得ぬ場合にはその職
を去るべし」と浜口の退陣を強く迫った。しかし，よく知られているように 25
年後には石橋自身が自らの病気がもとで登院できなくなったことから，僅か2ヶ
月で首相を退陣することになる。純理論として石橋の主張はおそらく正しい。
しかし首相は政権を預かる立場として，政策の実現を始めとした懸案の諸問題
を解決していく義務がある。問題なのは，首相の健康問題を直ちに政局に結び
つける当時の風潮であっただろう。石橋湛山「近来の世相ただ事ならず」『東
洋経済新報』（昭和 6年 4月 18 日号）社説より。
 25） 『東京朝日新聞』，1931 年 2 月 18 日付け。
 26） 『東京朝日新聞』，1931 年 3 月 8 日付け。
 27） 『東京朝日新聞』，1931 年 4 月 8 日付け。
 28） 後継総裁の公選論については，1931 年 4 月 11 日付け『東京朝日新聞』の「何
によつて選むのか」がほぼ的を射ているであろう。後継問題が浮上した中，若
槻が絶対固持を伝えていたにもかかわらず，民政党は若槻総裁を決めてしまう。
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その様子を『東京朝日』は「元老・重臣の好悪を推測して，これを決し，真に
党の結束力をもち，実際に党をまとめてゐる人に求めないといふところに，（中
略）政党政治に対する確信を有せざるを自白してゐるのである。その事は民政
党自ら議会中心政治を否認し，政党内閣制度を否定してゐることを示すのであ
る」（注：下線，筆者）として，党の大勢に耳を傾けず，元老 ･重臣方面の機
嫌を伺いながら民政党への政権再降下を狙う方法に苦言を呈している。また，
浜口後継をめぐり，幣原臨時総理，若槻総理と衆議院に議席を持たない者が続
いたことを難じつつ，公選で後継総裁を決しない事への不満を暗に示した。衆
院の絶対多数を占める議員は国民的多数の支持を背景にしており，それらが公
選にて総裁を決定することは，あたかも国民が総理を選出することに相当し，
議院内閣制的状況を生み出すことにも裨益する。中野正剛や永井柳太郎ら少壮
派も，この意見をほぼ敷衍しつつ，党人総裁を要求していたと考えられる。
 29） 安達の社会政策に対する姿勢を評価したものとしては，坂野潤治『近代日本の
国家構想』（岩波文庫版，2009 年），236–237 頁。
 30） 『東京朝日新聞』，1929 年 7 月 26 日付け。
 31） 『東京朝日新聞』，1929 年 7 月 31 日付け。
 32） 『東京朝日新聞』，1929 年 8 月 26 日付け。中でも内務省は管轄の広さもあるが，
新規事業の要求は多様を極め，とくに土木事業費では総選挙を控える党側の意
向もあってか，削減候補が復活する事例が多く見られた。
 33） 浜口内閣における陸軍側の行財政整理の様子については，纐纈厚「満州事変前
後期の軍制改革問題と陸軍」『日本歴史』（第 429 号，1984 年 2 月，吉川弘文館），
68–74 頁。
 34） 『東京朝日新聞』，1929 年 8 月 3 日付け。与党幹部と選挙の指揮をとる安達内相
との間では，政権発足当初より総選挙への体制づくりが本格化していた。民政
党は，第 16 回総選挙において政友会と一票差に肉薄しており，その後床次一
派の離脱によって大きく議席を減らした与党としては，来る総選挙での大勝に
より，政権の安定を図る意向が持たれていた。また安達は，元政友会の小泉策
太郎と 12 月頃から協議を始め，衆議院解散のタイミングを計っていたと思わ
れる。小泉は長らく政友会の主流に位置したが，田中義一総裁ら総裁グループ
と衝突し離党していた。小泉は同じく政友会の岡崎邦輔とともに，護憲三派内
閣（1924–25）時には安達と盟友関係を築いており，この関係上，その後も党
派を超えて情報の共有を続けていた。1931 年の「協力内閣」運動では，小泉が
斡旋役を任じ，民政党の安達と政友会の岡崎らを中心として政民合体運動の母
体を形成したのである。
 35） 『東京朝日新聞』，1931 年 3 月 6 日付け（夕刊）。
 36） 中野正剛は，第 59 議会に臨んだ浜口内閣について「政策は栄養不十分」「経
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綸を満載して議会に臨んでいない」と与党議員としての不満を漏らし，「果た
せるかな電信電話法案，製鉄法案等経済界から大関心事を提供する重要問題は
流産となつて議場に現れず，労働法案，小作法案等の重大政策は主務大臣の方
に投げかけられて（中野が行動を共にした安達内相のことを指す）内閣全体は
何を努力したか解らぬやうな結末に終わつた」とその不首尾を嘆いた。加えて
中野自身が中心的にかかわることとなった，浜口後継問題と関係させて，「こ
れを憂慮したからこそ，代理総理は党人をもつて之に当らしめ，この代理総
理は同時に臨時総裁たるべしと主張したのである」と悔しさを滲ませた。「第
五十九議会を顧みて」『民政』（5巻 5号，1931 年 5 月），12–16 頁。
 37） 『東京朝日新聞』，1931 年 4 月 18 日付け（夕刊）。
 38） たとえば軍制改革，恩給法改正，教育制度改革（学校の統廃合，教員数の削減）
など。
 39） もっとも，減俸案のきっかけとなる，官吏に支払われる俸給の基準を見直すの
は，若槻以前の 3月 28 日のことなので，民政党内閣，ことに井上蔵相の方針
とした方がより正しいのかもしれない。その日は第 59 議会の閉会日でもあり，
議会での不調と今後の緊縮政策について，政府側は全議員の前で釈明しなけれ
ばならなかった。
 40） 官吏減俸案の骨子が示された 5月 17 日を境にして，まず鉄道省，逓信省で減
俸案反対運動が発生し，さらには裁判所事務官，内務判任官にまで運動が広が
ると，やがてその範囲は省庁の局課長級，および司法官や検事にも及び，社会
問題に発展した。
 41） 『東京朝日新聞』，1931 年 5 月 30 日付け。
 42） 同上。
 43） 『東京朝日新聞』，1931 年 6 月 25 日付け。
 44） 『東京朝日新聞』，1931 年 6 月 26 日付け。
 45） 『東京朝日新聞』，1931 年 6 月 28 日付け。
 46） 『東京朝日新聞』，1931 年 7 月 7 日付け。
 47） 『東京朝日新聞』，1931 年 7 月 18 日付け。
 48） 『東京朝日新聞』，1931 年 7 月 24 日付け。
 49） 『東京朝日新聞』，1931 年 7 月 26 日付け。
 50） 『東京朝日新聞』，1931 年 8 月 10 日付け。
 51） たとえば，地方財務に関する監督権は，大蔵省官制第一条，内務省官制第一条
で定められており，古くから両省での“縄張り争い”の係争点であったが，行
財政整理に端を発した内務省の地方財政監督権の簡略化は大蔵省側に不信感を
植え付け，それが井上，安達の対立顕在化の引き金になった可能性は否定でき
ない。
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 52） 『東京朝日』は，若槻政権の行政整理について，「赤字埋めのための整理節約と
行政制度の改革とは，根底において別個に考へられなければならぬ」とし，「行
政整理は，その実行に緩急はあるにしても，調査は行政制度の全般，軍部にも
及ばねばならぬのである」として政府のその実行方式に疑問を呈しつつ，「省
廃合問題とそれに関連する閣内の不一致が如何に結末するかは別として，吾人
は民政党内閣三年がかりの行政整理がこの態たらくなるを見て，どこに若槻新
首相の存在ありやを疑ふのである」と，若槻の指導力に疑問を投げかけていた。
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